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　After　the　ts“貶aロi　disaster　cavsed 　by　the　kOkkaide一  鶏sei −03【i　勘 rthquake 　of　199臥　we　carried

out 　負〕ur 　ti皿es 　of　鵬 ide轟t　cancsiousnes6 　survey 　in　A〔mae ，　Ok皿shiri 　lslan【I　in　Ja】L　of 　1994．　Oct．
of　1994．　De〔L　of　1995　and 　Avg　of　1997．　　1馳　t』is　paper，　周e　a罷alized 　resident 　concsiousness 　abo 鵯t

dis旦ster 　pre▼ention ．　preparedness　aコd　田itigatiou　ロslng 　73　hollseholds　which 　實ere 　all 　of

respOpm己ents 　whithout 　survey 　in　Oct．　of　1994．

　ムs　conclusion 　of 　this　paper，　贇e　can 　prOpose　that　scrupulous 　meas 聾res　should 　be　selected
according 　tσ characteristics 　of 　each   sebld ，10catioft　of　 nex 　residence 　a 「d　anot 馳e島

KeVviordS　： Aonae　i罰 the　Island　of 　OkUshiri，　Resid  t　consciousness ，　Pa皿el　analysis

1．本研 究の 目的と流れ

　街区等の 生活空間が破壊される ような大規模な災害が発生

した場合、自治体は被災地の復興 に向け て 穣 々 な施策を実施

し、より安全なまちづ くりを行なう。こ の ような大規模災魯

か らの復興 には住民 の意見の反映が 望ましい が 、 計画の 策定
・実施 ・終了 とい っ た復興 プ ロ セ ス の 中で 、 住民の意見は大

きく変化する可能性がある 。 ある時点で 住民の 要望に応え た

計画を作成して も、 長時間を要する復興事業が終了 した時点

で 、 住民の 要望を適切 に反映した 内容に な っ て い る とは 限ら

な い d

　このため、復興計画 に「住民の意職変化」を取 り入れる必要

がある と思 われる 。 しか しぐ過去 に この ような被災者の意識

の変化を対象とした研究はほ とんどない 。 また 、 阪紳 ・淡路

大震災の 被災地域で は「二 段階都市計画決定 」方式が 採月され 、

復興9f画の 細部に おい て は 、 住民意職の 変化を取 り入れる 時

間的余裕を設けて い る。

　そ こ で本研究で は、平成 5年7月に発生 した「北海道南西

沖地震」に よ っ て 大規模な被害を受けた胃苗地区の 住民を対

象とし、 地域安全学会震災鯛査研究会（委員長 ：室崎益輝神

戸 大学教授）が平成6 年 1 月から平成8年 8月 まで 4 回にわ

た っ て 実施されて きた ア ン ケート調査の うち、 回答数の 少 な

い 第 2回調査を除い た

第 1回 ：平成 6 年ユ月〜2月［被災後約半年〕
t）− 3，

第 3回 ：平成 7年 12月〜平成 8年 1月［被災後約 2年半］
41’s ｝

第 4 回：平成 9 年 8月［被災後約 4 年〕
e》

の 3 回 の調査結果 を用 い て、同一世帯の 被災後三時点の 回答

を対象 と して 復興過程に お ける 住民の 意 識変化 の 要因に つ い

て 分析す る。

　以上の 分桁を踏まえ 、 本研究で は 、 今後の 奥尻町宵苗地区

の まちづ くりに 対する提言、お よび他 地域にお ける今後の 復

興 対策 を考え る上で の基礎 的資料を得 るこ とを目的 とす る e

　分析 にあた っ ては、はじめに、分折に使用 する質問項目を

選定し、 意識変化 に影響を及ぼす要因（住民属性）を決定した 。

その 後 、 青苗地区の みを対象と して、第 1回 、 第 3回 、 第 4

回の 3回の ア ンケ
ー

ト調査の いずれ に も回答して い る世帯を

抽出し、
パ ネル 分析の 対象 と した 。

　分折方法として 、 対象世帯を意識変化パ ターンに よ っ て グ

ル
ープ分けし、 住民属性との ク ロ ス 集計を用 い て分析 し、 住

民の意識変化に影響する住民属性を把握する こ とと した 。

2．分析項目、分析対象世帯、窓臓変化要因 の 股定

一2．zuria ｝s1t
　分析の 対象 とする項目は 、 復興計画 ・事業の 進捗状況との

閔連が明確に反映するもの と思われる

　 1．災害に対する不安

　　　　 レ 1 「北海道南西沖地震」の ような大地震の 再来

　　　　1−2 地震に 対する安全性

　　　　1 −3　津波に対する安全性

　　　　 卜 4 火災 に対する安全性

　 ロ．国や遭、奥尻町 に求める防災対策（13項目）

　皿．奥尻町の発展に必要な対策（6項 目＞

　 IV．奥尻町 の 10年後

　　　　rv−1 日常生活

　　　　W −2　人口

と した 。 各回の ア ン ケート調 査に おける設 問状況 を裘一1に

＿338＿示す 。
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表一1　分析対象項目の股 間状況

大餌 　　　i　 細項目 第 1回 鯖 3回 鏑 4回
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膠
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．
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甲・．．
　 O O

n．国や遭、町 に求 める防災対策 O
’

o
°°

O
”

皿．奥尻町の 発展に 必竪な対策 Q o
°’

o
ゆ’

o 　 Q曹雪響層幽，の響
　　　　　　　　　　鹽
　　　　　　　　　　 ：日常生活

W ・賊 町の 1鹹
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注
轟：：器綴冒灣鰹餡姦認艱苳撚

一1．：z．m ｛tltllt｛llemlts
　青苗地 区の 復 興 過程 における同

一
世帯 の意識変化を分析す

る ため に、分析の 対象とした 3時点の 調査の い ずれに も回答

し、か つ 、発災前からの 第 4 回調杢（発災4 年後）に 至る まで

青苗地区 に居住 し続けて い る世帯を分析対象とした 。 しかし、

分拆 対象世帯数を確保す るた め に、回答者が 3回の 調査で同
一の 世帯構成員で はな くて もよい もの とした 。

　以 上 の 結果 、 分析の 対象とな o た世帯は73世帯で あ る 。

一1．，1．liillltEpmiWmageMwaE
　青苗 地区の 地域特性を考慮し、 住民の意識変化に及ぼす住

民属性を、  地区移動 、   住宅新築、   住宅被害 、   高齢者

（65才以上）の 有無 、   若年層 （発災当時 15才以下）の 有無、 

世帯の 主た る職業 、 と した。それぞ れの 住民属性の 分類と分

類毎の頻度分布を図
一1に示すり

m a
　意識変化に 影響を及ぼ すもの と考えられ る住民属性の相互

関連につ い て 、 ク ロ ス集計を用い て xt検定に よ る独立性の

検定 を行 な り た二 その 結果は 、 以下の ご と くで あ る。

・　発災前 に低 地部 に居 住して い た世帯の 住 宅被轡 は大き く、

　そ の ため 地区 移動後 に 新築をする割合が高い 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （有意水準 1％ で棄却）

・　一方、発災前に 高台 に居住 して いた世帯の住宅被害は小

　 さ く、 新築をする割合が低くな る。（有意水準 1％で 棄却 ）

● 　主たる職業が 漁業の世帯は 、 発災前に 低地部 に住 ん で い

　た比率が 高く、住宅を新築す る割合が 高 くな る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （有意水準 lo％で 棄却）

峩
一2　 2時点の意識変化の分類（災害へ の不安を例として ）

注 ；自抜き1訂変 化がない 世帯」

衷一3　 3 時点の 意職変化 の分類

匡驪 ，高ev
低地部→ 高台部
低地部→ 低地部
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驪
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囑
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第
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　 o
．・凾鹽・．「．
　 ▲ ム

要望がない 世帯 ▲ ▲ ▲

注 電　 O 宦要望 した　　▲富要望 しない

世帯罵性の分 類と属性別頻度分布

帯

●　高齢者の い る世帯は 、 若年層の い る割合が 低い 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（有意水準 10％ で棄却）

一1．，5．llilltllt！tlEl｝1
　衷

一1に示 した「1 ．災害に対する不安」と「rv．奥尻町 の 10

年後」の 2時点の意識変化（平成 8年 1月 → 平成9年8月）に

つ い て は、裘
一2に 示すように、

　　　　楽観的 な世帯 （不安は弱まり、10年後は 明るい ）

　　　　変化がない 世帯

　　　　悲観的な世帯（不安は強 ま り、10年後 は暗い ）

の 3分類とした 。

　また、「匪．国や道 、 町 に 求め る防災対策」と「皿．奥尻町の

発展に必要な対策」の よ うに 、 3時点の 鯛査結果が ある項目

につ いて は、衰
一3 に示すように 、

　　　　要望が強まる世帯（第 4回調 査で要望した）

　　　　要望 が 弱 ま る世 帯（第 4 回 調査 で要望 しな い ）

　　　　要 望がない 世帯　（い ずれの 調査で も要望しない ）

の 3分類とした。

3，「災盲に対する不安」の意識変化

　「災害に対する不安」につ い て 、 意識変化の 構成比を図
一2

に示す。 大規模地震の 再来 につ い て 、 楽観的な （不安が 弱 ま

る）世 帯 は28．8％ で あり、悲鯉 的な世帯の 二 倍以上とな っ て

大膿 の蘇

地震に対する安全性

渾波に 対する安全性

火災に対する変全性

一339一 図一2　「災雹 に対す る不安 」の意職変化

四％
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い る． 津波に対 して は、 悲観的な世帯（27，0％ ）が楽観的な世

帯をわずか に上回り、 火災 に対して は楽観的な世帯と悲観的

な世帯 とが ほぼ同数である。

　「災害に対する不安」につ い て は 、   地区移動 、   住宅新築

の有価 、   住宅の被害との 閲連を分析 した 。 この 3つ の住民

属牲と「災害に対する不安」との 関連を xZ検定に よっ て 独立

性の検定を行な っ た とこ ろ、 住宅被轡が大きか っ た世帯ほ ど

津波に対して 悲観的で あるこ とが指摘で きた（有意水準 ： 5

％ ）。そ こで 、

鱈
津波に 対す る安全性

騎
と  地区移動および

  信1宅の 被害 との闌連を示すと図 一3の ご とくで ある 。

　
“

津波に 対す る安全性
“

と地区移動との 関連で は、低地部
→ 低地部の 世帯の44．4％が悲観的で あり（不安が強まる）、低

地部一高台部の世帯で は25．0％、高台に 住み続けて い る世帯

が悲観的となる比率は、 わずかに7．7％で ある。 したが っ て、

発災後 4年を経過 した時点で 低地部に 住んで い る世帯は、

“
津波 に対する安全性

’
へ の 不安が 強まる とい え る。

　住宅を新築 した世帯は、 新築の 際に 土 台 ・基礎を強くした

り、 外壁の 耐火性を高める とい ウ た防災対策を実施 し、　
“
津

波 に 対する安全性
“

につ い て 楽観的で あ る もの と考え られ る 。

しか し、住 宅を新築 した世帯 と新築しない世帯の双方とも30
％が

翩
津波

一
に対して 楽観的で あり、また、住宅新築世帯の

13 、既存住宅世帯の 1．・4が 隔

津波
”

に対して 悲観的で ある 。

した が っ て 、 住宅を新築 した世帯が
“
津波

”
に対して楽観的

で ある とは言い 切れない。

　 図 一3 に示されて い る ように、激甚な住宅被害を受けた世

帯の 37．5％が
“
津波

鴨
に対 して 悲観的で あり（

一
部損壊世帯

で は、9，1％ ）、住宅の 被害程度が
q

津波に対する不安
”
を長

期化させ てい るもの と言える。

　以上 の
’
津波に 対す る不安

一
を含めて 、 「災害に対する不

安」と住民属性との 関連をまとめると、 以下の ご とくである．

  地区援動 ：　発災前 に低地部に住ん で い た世帯は被災経験

が大き く、第 3回 調査（発災後 2年半 ）か ら第 4 回調査 （発災

後 4年 ）の 1年半の 間に、　
’
大規模 地震 の 再 来 に対す る不安

一

が変化す る割合が高い。

　発．災後 に低地部に住んで い る世帯は 、 低地部の基盤整備が

なされた ため
”
地震に 対する安全性

’
の 意識は強まるが 、 ほ

とん どの 世帯が 復興過程で 高台部に 住ん で い た こ ともあり、
“
津波に 対す る安全 性

”
の意織は 弱 ま っ て い るe

一方、発災

後に高台部に住ん で い る世帯 は、高台部の 密集化の ため、
“
火災 に 対す る安全性

”
に つ い て 不安が強 ま っ て い る 。

（盛佐艫 箜 ：　 住宅を新築 した世帯は、大災害に よ っ て資産

として の 住宅に被害が 出るの を恐れ 、

“
大地震の再来に対す

る不安
一一

が 強まり、　
’
地 震に対す る安全性

”
、　

”
津波に対す

る安全1生
翰

の意識が弱まる傾向にある e しか し、 身近な災害

で ある
・“火災

’
に対して は、新築住宅へ の 信頼姓か ら、 安全

1生の 意識が 強まる 傾向 に ある 。

甌
　　　低地部→ 低地部

　　　低地部→ 高台部

　 　 　高台部→ 高台部

壓
　 　 　全半壌等

糊

％

図 一3　
”
津波に 対する不 安

’
の 意 鼬変化 と住民属性の 関 連

  住窒齷 ：　 「北海道 南西 沖地震 ∫によ っ て 住宅 に大 きな被

睿を被っ た世帯の 大半が復 興過程で住宅を新築Qて い る。 そ

の ため、大災害に よっ て資産としての 住宅に被害が出るの を

恐れ、
“

大地震の再来に対する不安
”
が強まり、　

’

津波に対

する安全性
”

へ の不安が強まる e しかし、 身近な災害である

火災に対して は、 新築住宅の信頼性から、

“

火災に対する安

全性
’

は強まる傾向に ある“

4 ，「国や道、奥尻 町 に求める防災対策」の変化

　r国や道，奥尻町 に求め る防災対策」に閲する選択肢は、各

調査で 若干異な っ て い るため、こ こで は、以下の ！3項目にま

とめ た。

　（D 避難所まで の道路や避難所の 整備

　（2）防波堤や防潮堤の 整備

　（3）消火設備の 整備や消防力の増強

　（4）建物の 不燃化促進

　（5）救急医療体制の 充実

　（6）大地震発生時の 情報伝達体制の 整備
−

　（7）生活必需物資などの 備審の 充実

　（8）災害発生危険地区の安全対策の強化

　（9） オープンス ペ ー
ス の整備や道路拡幅に よ る延焼防止

　　　　　　　 （第 3 ， 4回 調査で は複数の項B に分割）

（IO）住民の防災意識の育成

　　　　　　　 （第 3 ，4 回調査で は複數の項目 に分割）

（1D ライ フ ライ ン の 安全対策

　　　　　　（第 1 回鯛 査で は選択波として 挙げて い ない ）

G2）地震予知に関する研究の 充実（同上）

（13）近隣市町村との 防災に関する連携強化（同上）

　 こ れらの 13種類の 防災対策の 要望の 変化と住民属性との 関

連を分析したe しか し、 各回の 調査で10以上の 選択肢 の 中か

ら3 つ 以内を選択する複数回答形式とした た め 、 項目別 に ク

ロ ス 集計 を行な うと 3回の調 査全て にお い て選 択しな い世帯

の 割合が大きくな り、

　 ・ 　主たる職業が漁業以外 の 世帯では
矚
（2）防波堤 ・防潮

　　堤の 整備
”

の 要望がない（有意 水準 ：IO％）

　 ・　65才以上 の高齢者が い る世帯 では
“
（10） 住民 の防災

　　意識育成
”

の 要望が強くなる（有意水準 ：10％ ）

　 ・ 　65才以上の 高齢者が い ない 世帯で は
”
（13）近隣市町

　　村との 連携強｛ビ の 要望がない （有意水準 ： 5ef ）

の みが、統計的に有意で あっ た。

　
”

（2）防波堤 ・防潮堤の 整備
“

の 要望の変化に つ い て は 、

低地部 に住むように な っ た世帯の 要望が強くなると思われた

が 、 復興事粟終了後 には 全く要望がなく、   地区移動の 面か

らは 明確に 説明で きなか っ た。一
方、主 た る職 業 が漁 業 の 世

帯は職場が 海に 近 い こ とか ら、要望が強 ま る傾 向に あ る e

　全体の 傾 向 と して、復興過程で は
圏
防波堤 ・防潮堤の 整備

“

を要望 して い た が、復興事業終了後は 要望 しない 世帯が多い。

今 後 は、　
”
防 波堤 ・防潮堤の整備

鹽’
よりも、 避難体制等の 非

施設的（ソ フ ト）な対策を実施 して い く必要が あ ろ う。

　
’
（10）住民の 防災意 識育成

”
の 要 望変 化と  地区 移動お

よび  高齢者の 有無との 関連を図
一4に 示す e 低地 部に住ん

で い る世帯は、 「北海道南西沖地震」の際の被災経験や災害に

対 して相 対 的 に危険な地区 に住んで い る ことから、 復興事業

終了後に も
胴
住民の 防災意識の 育成

胸
を要望す る傾 向が強 ま

る e また、高齢者 の い る世帯 は避 難 に対 す る不 安か ら、復 興

事業終了後も
’°
住民の 防災意融の育成

”
を要望するが 、 若年
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驪 。

　低地部→ 高台地区

　高台地区→ 高台地区

甌
　高齢者あり

　 高齡者無し

o％

図
一4　

u

住民の防災意識育成
H
要望変化と住民縄性の 関連

層の 有無は
’
住 民 の 防災意識 の 育成

鄲
に 影響しな い。今後は、

EF．民 の 防災意識の 向上を図る ため に 、 避難訓練 ・防災訓練や 、

自主防災組織としての 町内会の 役割強花、防災意識の 普及等

を行なっ て い くべ きで ある e

　「北海道南西沖地 震」の 際に低地部に居住 して い た世帯の 多

くは被害を受け、 避難所や応急仮設住宅等で 避難生活を送り、

そ の 際に 近 隣市町村か らの救援物資や人員 等の 応援の 恩恵を

受けて い た “ 住宅 被害が 大きか っ た世帯 も低地部の 世帯が多

く、新築 した世帯や主た る職業が 漁業の 世帯に つ いて も低地

部に 住んで い た世帯が 多い 。 した が o て 、 低地部に住んで い

た世帯は、 復興過程において 近隣市町村との連携強化 につ い

て要望が強ま 7 て い るe しか し、「北海道南西沖地震」後、北

海道は 防災面か ら全市町村の連携を強化 して い る（平成 9年

11月 には 明文化 さ れ、全市町村の 連携が 強化 された）。 こ の

こ とによ り、復 興事業終了後は、　
”
近隣市町村との 防災に関

す る連携強化
”

に 関する要望 は弱ま っ て い る。

　以上の 分析結果も踏まえ 、 発災半年後か ら 4年後にかけて

の「国や道 、 奥尻町に求め る防災対策」の要望 の推移を住民属

性別に まとめると 、 以下 の ご と くで ある 。

雌 動 ：　 発災前 に低地部 に住んで い た世帯は、避難 に

対する心構えが あ る ． また、低地部か ら高台部 に移住した世

帯は、安全性 に 対する意識が飛躍的に向上して い る 。

　地震後に低地部に住 んで い る世帯は 、　
鯛
住民 の防災意識の

育成
’

等の非施設 的（ソフ ト）対策を要望する傾向があるが 、

発災後に高台部 に住んで い る世帯は、　
’
糖 報伝達体制の整備

”

や
“
消防力の 増強

■
な どの 施 設的（ハ ード）対策 の 要望が 強ま

る鴨

  佻鐘 築 ：　住宅を新築した 世帯は 、 災害に 対す る住宅へ

の 信頼性が 増 し、 避難に関す る対策を要 望 しな くなる 。 しか

し、 新築住宅 とい う資産の 保護の ために 、

“
消防設備の 整備

・消防力 の増強
”

や 、 非施設的対策を要望す る傾 向 に あ る。

  焦蔀磁 窒 ：　 住 宅 被 害の 大 きい 世 帯は 新 築 した世 帯が 多 く、

災審 に 対する住宅へ の 信頼性が増し、避難に閔する対策の 要

望が弱 まる。 住宅披書が 軽微で あ っ た世帯は 、 発災前か ら高

台郎に住んで い た 世帯が 多く、　
“
情報伝 逮体制の整備

”
や

“

災害発生危険地区の 安全対策
”
等の施設的（ハ ード）対策の

要望を強める。

  高1艷 査無 ：　 高齡者が い る世帯は 、復興 事業終了後 も、

災害や そ れに 伴う避難 に 不安を感 じ、施設 的 、 非施設的対策

の 双方を要望する傾 向にあ る 。

融蒙嫐 査無 ： 若年層の い る世帯は 、 すで に 災害 か ら 4

年が 経過 し、若 年層 の 年齢 層 も上がっ た た め、以前より災害

に 対 して不安を感 じな くな る e

  」一 ：　主 た る職業が漁業の 世帯は 、 職場が

海 に近い こ とから、 避難に 対する心構え が で きて い る。しか

し、復興事業終了後 も
“
地震予知の 研究の 充実

“
や

”
防波堤

・防潮堤の 整備
”
等の 職場の安全対策に関連する施策を要望

する傾向がある。

5．「奥尻町の発展に必要な対策」に関する意臟の変化

　「奥尻町の 発展に必要な対策」につ いて は、（D 高齢化対策

の 推進，（2）島外 との 交通 ・輸送 体系 の 整備，（3）島内の 交

通網の 整備，（の 遭 路 ・上下水進の整備匸第 3 、4 回 調査で

は複数の 項目に 分割］，（5）福祉 ・医療体制の充実［（のと同

じ亅、および、 （6）若年層の 就業場所の 確保、の 6項目につ

いて 分析 した が 、

　 ■ 　65才以上の 高齢者が い る世帯で は
”
（D 高齢化対策の

　　推進
”

の 要望が強 くな る侑 意 水準 ： 1％ ）

　 。　15才以下の若年層 がい る世帯で は
“
G）高齢化対策の

　 推進
”

の 要望がない （有意水準 ： 5％）

　 ■　 漁業 に従事 して い ない 世帯で は
“
（5）福祉 ・医療体制

　　の 充実
”

の 要望が強くなる（有意水準 ： 1％ ）

とい う閲連 の み が統計的に有意で あっ た e

　
”
（1）高齢化対策の推進

“
につ い て は、 奥尻町が離島 ・過

疎 ・高齢化地域で ある とい う特性もあり、 復興事業終了後も、

要望が強ま っ て い るe　
隔
（D 高齢化対策の推進

一
の必要性の

変化と  高齢者の 有無、 および、  世帯の主たる職業との闃

連 を 図
一5 に示す 。

　低地部か ら高台部に移転 した世帯は、
”
高齢化対策の 描進

”

の 要望を強めて おり、住宅被害 の 大きい 世帯や新築した世帯

につ いて も将来の 生活に不安を抱い て い るため同様で ある。

高齢者の い る世帯は 、 日常生活で の
‘
高齢化対策の 推進

”
必

要性を肌で 轟じて おり、 要望は強ま o て い るが 、 若年層の い

る世帯で は 、 高齢化社会の 課題を実感してお らず 、 また 、 将

来 は世帯内の 若 年層 が生 活を 支 えて くれ る とい う安心 感もあ

っ て、　
“
高齢化対 策の推進

’
を要 望する傾向は弱まっ て い るっ

また、主た る職業が 漁業の 世帯は、 漁業関係者自体の 高齢化

が進んで い るた め
“
高齢化対策の推進

一
を要望する。

　以上の 分析結果を含めて 、 世帯属性毎の「奥尻町の 発展に

必要な対策」の推移をまとめ る と、以 下 の ご とくで ある e

  壘区整動 ： 発災前に倒也部に居住して い た世帯は 、 「北

海道南西沖地震」の 被災経験か ら、 復興事業終了後も
”
（4）道

路 ・上下水道の 整備
齢

や
”
（5＞福祉 ・医療体制の充実

”
とい

う、防災対策 に関連の ある施策の必要性を強めて い るが 、 地

震後に高台部に住んで い る世帯は、低地部か ら離れ て い るた

め、

”
（D高齢化対策の 推進

’
や

“
（3＞島内の交通網 の整儒

を必 要 とす る傾 向 が あ る ．

  住 戀 ：　 住宅を新築 した世帯は、新築資金や 借入金の

た め将来の生 活に不安を 抱 き、
’」
（1）高齢化 対策の推進

”
を

必要 と して い る 。 また、 新築した世帯 には披災した 世帯が多

く、 その 被災経験が大きい こ とか ら復興事彙終了後も
“
（4）

道路 ・上下水道の 整備
”

や
“
（5）福祉 ・医療体制の 充実

”
と

い う、 防災対策 に 関連 の あ る施策の 必要性を強めて い る。

［［eegkgeg
。，

　 　 　 　 高齢者難し

oo％
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  ε腔 被蜜 ：　住宅被害が 大きか っ た世帯は住宅を新築して

おり、 将来 の生活へ の 不安から
”a ）高齢化対策の推進

”

に

関す る要望を強めて い るn また、被災経験が大きく、 復興事

業終了後 も
“
（5）福祉 ・医療体制の 充実

”
とい う防災対策に

関連 した施策を必要 とす る傾向が ある 。

  曲 査無 ： ．「北海道南西沖地震」が 発生 した 際に 65才
以．1二の 高齢者の い た 世帯で は、 復興事業終了後 も

胴
（1）高齢

化対策 の推進
嬲

や
“

（5）褞祉 ・ 医療体制の充実
卩

の要望を強

め、また、　
’
て6）若年層の就業場所の確保

”

につ い て もその

必要性を強め て い る傾向に ある。

  黻 睡 ：　 15才以下の 若年層の い た世帯は、 世帯の

年齢膚が低 く、 将来 に関する不安も少ない ため、

“
（亘）高齢

化対策の 推進
”

や
“
（5）福祉 ・医療体制の 充実

翻
の 必要性は

強調して い ない 。 また 、

°L
（6）若年層の 就業場所の確保

“
に

関して も、 わずか で はある が、 必要性を弱めて い る e

  t｛WW ；　 漁業の 高齢化が進んで い る た め、主た る職

粱が漁業 の 世帯では
輪
（1）高齢化対策の 推進

”
を必要とし、

将来の 漁業活性化を考えて
“
（2）島外との 交通 。輸送体系の

整備
’

の 必要性を強めて い る。 また 、 若年届が漁業に就 くこ

とを期待 し漁業以外の 就灘機会の 増加 につ なが る
°゚
（6）若年

層の 就業場所の 確保
開

を必要とする傾向を弱めて い る。

6．「奥尻 町の10年後」に 関す る意融変化

　10年後の奥尻町 の 日常生活 や 人口 に関する イ メージは、衷
一4 の ように まとめられ 、 日常生活にっ い て は悲観的な、人

口に関 して は楽観的な傾向が見受け られ る もの の、6 つ の住

民属挫との独立性 の検定結果 に よる と、

　 ●　 住宅を新築 して い ない 世帯が、 人口 の 増加を予想して

　　い る（有意 水準 ： 5％ ）

こ との みが 、 統計的に 有意で ある。 そこ で 、 こ れまで と同様

に、住民属性との クロ ス 集計 に よう て 冑苗地区住民の 「奥尻

町 の IO年後 」に 関 す る意饑 変化 をま とめて 見 よ う e

．6．」＿一 　　　　　　　　謹変化

　平成 9 年 8月 に実施 した第4 回調査の 際に は、 主た る復興

禦業で あ o た 青苗低地部で の 住宅建設が一
段落し、 青苗地区

全 体 と して の 生 活 は発 災 前 よ り便 利 にな っ た と考え られ る。

しか し、復 興事業中の 活気もなくな り、発災前の 状況 に 戻 っ

たもの とい えるe 図
一6 に、住民属性と

’‘
10年後の 奥尻町の

日常生活
の

の意識変化との 閲連を示す 。

　  地区移動の 面で は、発災前 に 低地部 に 住ん で い た 世帯は

被災経験 が大きく、

“10年後の 日 常生活
“

が変 化する〔便 利

に なるか 不便 に な るか の 双方）と考え て い る世帯が多い が 、

  住宅新築や   住宅被害の 程度は影響 して い ない ．

　の 高齢者の い る世帯は、復興事業に よ っ て 日 常生活が 便利

に な っ た と感 じる世帯が 多 く、　
“10年後の 日常生 活

”
に つ い

て も、よ り便利 に な る とい う傾向が強ま っ て い るe しか し、

151若年層の い る世帯で は 、 復興事業が終了 した こ とに よ っ て 、

将来 の 生 活 に 不 安 を抱 き、
“10年後 の 日常 生 活

り
は不 便 に な

るとい う意 識変 化 をす る傾向が ある 。 また 、   主た る職業が

裘一4　奥尻町 の 10年後の イメージ

楽 観 的 変化 な し 悲 組 的

日常生落 15．7 魄 ．τ 2L6

人囗 15．771 鹽．駐 1a7

漁業の 世帯は｝ 発災後の漁業不振から、 将来の 日常生活にっ

い ても不促寵な石労向に惷織変化をして い る。

一 る意識変此（図
一7 ）

　奥尻町撻典型的な龍島過疎地域で あ り、「北海道南西沖地

震 」以降も人口 は減少傾向に ある。   地区移動の 面 で は、発

災前から高台部に住んで い た世帯は被災霆験が小さく、復 興

過程 を客観的に舟析 してお り、意識変化の 割合が 高 い （「人 ロ

は変らない 」と考えて い る比率が少な い ）． E宅を新築して い

ない 世帯や住宅被害が少なか っ た世帯に つ い て も同様で ある。

　65才以上の高齢者が い ない世帯は 、 奥尻町を支える世代で

もあるため、10年後の 人口の増減に闌する意識変化 の割合も

高い。また、着年層の い る世帯は、奥尻町 の将来につ いて の

閲心が強い もの と思われ、「人口は変らない 」と考えて い る比

率が少ない（意識変化 の割合が高い ）e 主た る職業が 漁業の 世

帯 は、漁業の 高齢化が進んでおり、10年後 の奥尻 町 の 人 口 は

減少する とい う意識変化をしない 傾 向にある。

7，住民慧織変化から見た今後の青苗地区の まちづくり

　 こ こで は、 「北海道南西沖地震」によ っ て甚大な被害を被 っ

た 青苗地区における発災後半年 、 発災後二 年半 、 発災後四 年

に おける住民意識の変化に閲する分析をまとめた 上で 、 施設

的 な復興が一
段落 した 後の まちづ くりの あ り方に つ い て 提言

す る 。

甌
　 低地部→ 低地部

　 低地部→高台地区

　 高台地区→ 高台地区

璽
　 高齢者あり

　 窩齢者無し

一
　 若年層あり

　 若年層無し
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　「北海道南西沖地震」から4年が経過 した平成 9年 8月 、 奥

尻町は復興計画の 終了年度を迎え 、 復興事業も概ね完了した 。

しか し、 住民の 生活力喨 全に再建 した とは 言い 難 く、 今後も

何 らか の 長期的な復興対策を行な っ て い く必 要があ る。

　奥尻町の こ れまで の 復興 は 、 市街地整備や防波堤 。防潮堤

の 整備などの 施設的対策を中心 と して 行な わ れ、胥苗地区に

つ い て は
一

つ の 方針で 復興事業等を実施 してきた “ そ の ため

防波堤 ・防潮堤 の 整備等を除き、立地 条件や住民の 属性等を

考慮 した対策は行な わ れ て こ なか っ た、と言 っ て もよ い。

　しか し、 分析 の結果か ら、復興事業の 進展 と離島、過疎 ・

高齢 化 とい っ た地域特性の 中で 、 住民の意識や要望は、属性

別 （立地 条件 や新築 世帯、家族構成等）によ っ て 微妙に 異 な り、

復興過 程 に お ける意 識変 化 に も違いが 見 られ た。

　こ の こ とか ら、今後の 青苗地区の まちづ くりを考え た と き、

興尻 町 や齎苗地 区を
一つ の 地域 と して と らえ た対策を行 な う

だけ で は な く、立地条件別や 住民の属性別（住宅新築の 有無

や 家族構成等）に対策を行なう てい く必要があ る。

　また、他地域での復興対策の 示唆として は、災害発生後 に

被 災者 で あ る 住 民の 意 向を定 期 的 に 把握 ・分析 し、そ の 都度、

1：眠 の 属 性 別 の 意 識変 化を 対策に 反映 す る こ と の で き る体制

を 整備する必 要がある“

．Z＝2＿ ・
’
　 A ．．， 　 　 づ 　 へ 　

e

　今後 の奥尻町 ：胄苗地区の まちづ くりにつ いて、立地条件

別や 住民の 属挫別に対策を行なう必要があ るこ とを示 したが、

それらを
”
今後の まちづ くりへ の 提言

開
として まとめる と、

以 下 の ご と くで あ る。
1 ．低 地 部で は ：　 低 地 部 の 住 民 は，復 興事 業 終了 後 も津 波

に不安を持ち、避難路 ・避難所の整備を要望 して い る。低地

部から高台部へ の避難路は、 且983年の 「日本海中部地震」を契

牋として整備されたが 、 急勾配で 幅員も狭く、 高齢者等 には

厳 しい 状況 に あ る 。 そ の た め、今後 、 低地部か ら高台部へ の

避難路 の 再整備を行 な う必要がある e

　ま た、市街地再整備 に よっ て「北海道南西 沖地 震」以 前の コ

ミュ ニ テ ィ が 再繙成 され、 近所付き合い が変わり、災害時に

も地 区の 団結 力が 弱 ま っ て い る もの と考えられる。 こ れを反

映 して、低地 部に住ん で い る世帯か らは 、 住民の 防災慧識の

育成に 関する要望が強 まっ て きて お り、今後、低地部で の 自

三i三防災組織と して 町 内会の 強化や防災意識の 向上等の 非施設

的 な対 策 を行 な う必 要 が あ る 。

11．高台部で は ：　 高台部は、復 興 過程 で 住宅 が 密集 した が、

適切な施設的対策は行なわれて おらず、地震や 火災へ の 不安

が高まっ て おり、 復興事業終了後も施設灼対策の要望が強ま

っ て い る。 したが っ て 、 今後高台部で は 、 消防力 の 増強や新

防災無線 シ ス テム の 周知 等の 対策を行 な う必要が ある 。

nl，新築世帯 には ：　 住宅を新 築 した 世帯 は 経 済面 で の 不 安

を感 じて い る。そ こで 、今後 は新築 世帯 に対 して、借 入 金 の

返済 計 画 や今 後 の 生 活 につ い て の 相談会 の 実施、さ らに は、

災害復 興基金 に よる利息の 補助等の 支援策の 検討等の 今後 の

ti：”iに 向けた対策を実施する必要が ある。

TV．高齢 化の 進展 に向 けて ： 高 齢者 の い る世帯 は災害 時の

避難 に不安を感 じて い る た め、今後は 高齢者に 対す る災害時

の 避難誘 導体制や隣近所と避難を行 な うとい っ た体制を整え、

防災意識の 育成を行な う必要がある。 さらに 、 離島とい う限

られ た条件の 中で 、 今後は高1聆者が福祉 ・医療サ
ービス を利

用 しや すい 環 境を整 え て い く必要が あ る 。

V ．若年層の 島内定着 に ：　 若年層の い る世帯は奥尻町の 将

来 につ い て 閲心が高い 。 将来の 島内定着を促すた めに も、 今

後 、 奥尻島における教育体制の 整備やその 後の 就業場所の礑

保を行な っ て い く必要が あ る。
VI，漁業振興 に向けて ：　主 た る職潔 が漁 業の 世帯 は、復興

事業終了後は防災対策を要望しなくなっ たが、漁業の 不振が

続い て い るた め、防災対策の 推進 よ りも漁業振興に つ なが る

対策を要望して い る。 したが っ て 、 今後は漁業振興の ために

奥尻 町 と して の方針を明確 に し、奥尻島の 主要産業で ある漁

業 に対 して さ らに支援を行な っ て いく必要がある 。

z−：3− mossgegg
　すで に述べ たよ うに 、 長期的に住民の意識変化を分析 して

対策に 活かすだ けで な く、今 回行 な っ た復興 過 程 にお ける 3
時 点の意 識変化 の分析 につ い て 、 よ り深い 考察を加えるた め

に も、今後も継続して 調査 ・研究を行な っ て い く必要 があ る。

　また、地震後 に住宅を新築 した世帯は こ れか ら借入 金の 返

済が始まる（一部の 世帯で は 既に 始ま っ て い る）。 その ため世

帯が生 活を維持 して い く上で の 経済的負担は大きく、 今後の

返済状況 につ いて継続的な追跡調査を行なう必要が ある。

　なお 、 本繭は 、 参考文献 7 ）を加筆 ・修正 した もので ある e
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　第4 回の ア ン ケート調査の 実施 に あた っ て は、下記 の方 々

の 協力を得 ま した （順不同、 敬称略 e 憲冕 は地域安全学会震

災調 査研究会委員）。 紙面を借りて お礼申し上 げます。

　神戸 大学 ：鼠攤 ， 流郷博史， 劉剛，吉田 俊之，

　　　　　　高松紅美子、野田大介

　慶応義塾大学 ：塚越功，澤 田雅浩，山 口心，薗
一

喜

　東京都 立 大学 ：虫麹一樹，福留邦洋，村上大和，河 上牧子．

　　　　　　　 馬越直子

　建設省建築研究所 ：糸井川栄7 ．竹谷修
一，岩見達也

　北海道立寒地佳宅都市研究所 ：南煤冒 ，戸松誠，竹内慎一

　筑波大学 二 中野孝雄，斎藤正俊，大森高史

　最後に、激甚 な被害を彼 っ た に もかか わ らず、長期 間に わ

た り調 査に ご協力 い た だ い た 宵苗 地 区の 皆様に 深 く感謝す る

とともに、今後の 皆様の 生活の 安定 と奥尻町 お よび 胃苗地区

の 発展を願うもの で ある 。
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